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応募獲得に向けた取組み応募獲得に向けた取組み

2002年（Ｈ14）12月 公募開始

相手の要請に応じた活動 ～待ちの姿勢～

理解活動の強化 ～地域の自主性を尊重しつつ、より一歩踏み込んだ活動へ～

○関心を有する地域での積極的・能動的な理解活動

・勉強会開催働きかけ、議員全員協議会での事業説明、原子力関連施設視察の実施など

・地域各層の方々との信頼関係の構築

・事業の必要性・安全性へのわかりやすく丁寧な説明

・地域共生モデルプランを活用したより具体的な地域メリットの提案

○理解活動強化のための体制整備

・地域対応要員の増員

・方面別班編成による責任の明確化
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応募検討状況応募検討状況

一歩踏み込んだ活動相手の要請に応じた活動
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ＮＵＭＯによる広報活動（テレビＣＭ、新聞広告、座談会、機構広報誌配布等）
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ＮＵＭＯの広報活動①ＮＵＭＯの広報活動①

２００５年度(Ｈ１７)からＮＵＭＯの認知度の更なる向上
および応募獲得をめざした広報活動を展開

キャッチコピー：知ってほしい今、地層処分
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キャラクター：

鈴木 杏さん（女優） モグールくん



ＮＵＭＯの広報活動②ＮＵＭＯの広報活動②
広告媒体を活用した広報活動

テレビ
スポット
番組提供

雑誌
（2頁カラー）

新聞
（5段カラー）
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ＮＵＭＯの広報活動③ＮＵＭＯの広報活動③

広聴・広報活動（双方向の対話活動）

フォーラム

地方新聞社との共催
により計３１回開催
（2001～2002年度）
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座談会

地方新聞社との共催
により計５０回開催
（2003～2006年度）



滋賀県余呉町の応募検討滋賀県余呉町の応募検討

◇滋賀県余呉町

・人 口 ３,９３１人
・面 積 １６７.６２㎞２
・財政力指数 ０.１８
・歳入総額 約４４億円

(数字は、平成１６年度［ただし、人口は平成17年度］)

主な経緯

・H１７.１０ 町長の応募検討が報道、知事の反対もあり一旦は断念

・H１８. ８.３０ 町長は、議会および住民の理解を前提に応募したいと表明
→・県知事は、近畿の水源県においてふさわしくない と否定的見解
・周辺自治体が反対意見書を可決（１自治体）

・Ｈ１８.１２. ５ 住民団体が｢応募断念を求める請願｣を議会に提出
↓

・Ｈ１８.１２.  ６ 町長は、町民の理解が得られなかった として、応募断念を表明して引退

国･ＮＵＭＯ･町は地区単位説明会や大規模説明会を実施 （６回）
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高知県津野町の応募検討高知県津野町の応募検討

◇高知県津野町

・人 口 ７,２６４人
・面 積 １９８.２２㎞２
・財政力指数 ０.１５
・歳入総額 約６２億円

(数字は全て平成１６年度)

主な経緯

・H１８. ９. ４ 住民が｢応募を求める陳情書」を議会に提出、同時に反対陳情も提出
→・町議会はいずれの陳情も「継続審査」に
・県知事は、札びらをばらまく原子力政策はやめるべきだ と批判
・周辺自治体が反対決議・意見書を可決（８自治体）
・反対グループは反原子力の方による講演会を実施

・Ｈ１８.１０.２７ 住民団体は｢応募しないよう求める要請書」を町長に提出
↓

・H１８.１０.３０ 議会は応募陳情、反対陳情ともに不採択とし、
町長は「応募はしない」と終息宣言

国･ＮＵＭＯ･町は地区単位説明会や大規模説明会を実施 （１７回）
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高知県東洋町を巡る動き①高知県東洋町を巡る動き①

◇高知県東洋町

・人 口 ３,５７８人
・面 積 ７４.０９ｋ㎡
・財政力指数 ０.１４
・歳入総額 約２４億円

（数字は全て平成16年度）

主な経緯

Ｈ１８.８～ 勉強会・説明会を実施

Ｈ１９.１.２５ 東洋町が全国初の応募

〃 ３.２８ 応募に伴う事業計画変更認可（19年度から文献調査開始可能）

〃 ４. ５ 民意を問うために町長が辞職し、出直し選挙への出馬を表明

〃 ４.２２ 出直し町長選挙において、反対立場候補が当選（1,821票：761票）

〃 ４.２３ 東洋町が応募取下げ

〃 ４.２６ 応募取下げに伴う事業計画変更認可（文献調査取り止め）
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高知県東洋町を巡る動き②高知県東洋町を巡る動き②

住民：反対署名と町議会への応募反対請願（H19.1.15 ）
｢放射性廃棄物持込み禁止条例｣の直接請求（H19.3.2）
｢町長リコールの会｣を立上げ(H19.3.15) 

→リコール署名活動開始前に町長辞職(H19.4.5)
推進団体「東洋町の明日を考える会」発足（H19.2.19）

議会：｢放射性廃棄物持込み禁止条例｣（H19.3.22) 
→後日､町長の再議により否決（H19.3.27)

２回にわたる町長の辞職勧告決議（H19.2.9、3.13）
（いずれも５対４で可決）

町長：｢応募＝誘致｣ではなく、文献調査期間も勉強期間と位置づけ、文献
調査終了後に住民投票を行い、概要調査地区選定に対する民意を問
うこと等を主張

東

洋

町
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・高知県知事は、札びらをばらまくよう
な原子力政策はやめるべきと批判し､
住民の理解や同意は得られていない
と応募に強硬反対

・徳島県知事は、隣接県域の知事や住民
の意見を聞くべきとして反対

・両県議会ともに、反対決議等を可決

・高知県の１７市町村の議会に
おいて、反対決議等を可決

・徳島県の４市町の議会におい
て、反対決議等を可決

周
辺
市
町
村

県

http://map.yahoo.co.jp/cm/imap/admi39.map


東洋町における理解促進活動東洋町における理解促進活動

時 期 内 容

応 募 前

(H18.8～H19.1)

・町議会議員、町職員を対象とした説明会（４回）

・商工会など団体を対象とした大規模説明会（２
回）

・住民を対象とした地区単位等での大規模説明会

（３回）

応 募 後

(H19.2～H19.4)

・町議会特別委員会での説明（２回）

・推進団体の呼びかけによる住民への説明（３回）

・反対派主催の討論会での説明（１回）

・国､ＮＵＭＯ等の主催による大規模説明会（２回）

チラシの配布 H19.  3～4
・住民の疑問や不安に対する答えを取りまとめたチ

ラシなどを全戸配布（２回）

新聞広告 通 年 ・地方紙にカラー広告を掲載

テレビＣＭ 通 年 ・高知県内でスポットＣＭ（15秒）・番組提供ＣＭ
（30秒）を放映

説明会等
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○原子力施設に対する住民の拒否反応

・活発な抗議活動、反対請願、リコール運動など

・原子力に縁が少なく拒否感が強い

・不安や恐怖感が先行、風評被害への心配

・「わが町にはいらない」との住民感情の噴出（ＮＩＭＢＹ）

○女性層を中心とする根強い不安・不信

・健康や環境の問題に関心の高い女性層が反対活動に積極的参加

○反対勢力の迅速な活動とその広がり

・全国的なネットワークの展開

・講演、チラシ、上映、ブログ、投書などによる不安や動揺の広がり

○県知事の強硬な反対・周辺自治体の反対の広がり

・迅速かつ広範な反対意思の表明が首長・議会判断にも影響

○地方押し付けへの批判

・交付金制度に対する反発

・地域振興に関する具体的イメージを抱くに至らない

これまでの取り組みを振り返って①これまでの取り組みを振り返って①

地点で見られた現象
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これまでの取り組みを振り返って②これまでの取り組みを振り返って②

原子力は分からない
ＨＬＷは知らない

知らない、分からない

怖いもの、危険なものはダメ
新しいこと、難しいことはイヤ
対立を招くようなことは・・・

聞きたくない、考えたくない

相手（ＮＵＭＯ、国）が・・・
推進・反対、どちらが正しいの

信用できない

自分達の知らないところで
話が進んでいたのでは

聞いていない

応募に賛同
できなかった
住民の気持ちは

政策・制度が押し付け
住民意思無視の進め方
なぜ自分のところなのか・・・

納得できない
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これまでの取り組みを振り返って③これまでの取り組みを振り返って③

○原子力全般に関する知識不足

・最終処分事業だけでなく原子力の基本的知識が希薄なため住民理解獲得に苦慮

○最終処分事業の内容や制度に関する理解不足

・「一度応募したら後戻り出来ない」など、不安や不信を払拭しきれず

○原子力政策に対する国と地元の認識のギャップ

・国策としての原子力政策を地域レベルに浸透させられない

○地域での理解の広がりと深まりが不十分

・地域住民や関係各界への理解拡大が徹底できなかった

○疑問や不正確な情報流布へのタイムリー・的確な対応が不十分

○県、周辺自治体との信頼関係構築が未熟

・十分な情報連絡、説明の機会を設けられず

地元合意形成が進まない要因・背景
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